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近年，独占的競争を前提とする空間的応用一般均衡（SCGE）モデルの開発が進んでいる．この独占的

競争型SCGEモデルでは集積の外部性を明示的に扱っている一方で，モデル内での地域間交易に残差を許

容している枠組となっている．本研究では，SCGEモデルによって推定された交易額と実交易額の残差に

ついて検討し，シェアパラメータを導入することで，基準均衡データを完全に再現することが可能な独占

的競争型SCGEモデルの構築を試みる．  
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1. はじめに 

 

交通施設整備プロジェクトや交易自由化政策などに

よる間接効果を分析する手法として，輸送費用を明示的

に扱った空間的応用一般均衡（Spatial Computable General 

Equilibrium: SCGE）モデルが代表的なものとして挙げら

れる．SCGEモデルはミクロ経済学との理論整合性をも

ちつつ，実データを用いた政策評価の計算を可能とする

ため，多くの政策評価への適用が進みつつある1)2)． 

近年，欧州を中心に，独占的競争の枠組みに基づく

SCGEモデルの開発が進んでいる3)4)5)6)7)．これらは新経済

理論（New Trade Theory）や新経済地理学（New Economic 

Geography）理論において導入され，firm level increasing re-

turn to scale特性とlove of variety特性を考慮することで，財

のArmington仮定に依存せず，双方向交易の表現を可能

にしている．加えて，特に大都市部においては無視でき

ない集積の経済性が反映されるという特徴がある． 

このような独占的競争型のモデルは，輸送費がモデ

ル化されれば交易パターンが内生的に決定されるため，

利用データに対する要求水準が低いという利点がある．

すなわち，Armington仮定を利用した従来の完全競争型

SCGEモデルでは，地域間産業連関表に依存した地域分

割単位に限定されるが，その制約が緩和されることとな

る． 

一方で，Armington仮定を放棄した（独占的競争型）

空間経済モデルは，財需要の生産地シェアを決定づける

要素が，生産地価格，輸送費，生産地の生産規模から成

り，一般的には輸送費要因は交易額や交易シェアを回帰

的に推定することで求められる．したがって，モデルが

再現する地域間交易には，実データからの残差が残る枠

組みとなっている．このことは，実務的なモデル利用の

場面において，現況再現性が担保されないことを意味す

る．そこで本研究は，独占的競争型SCGEモデルによる

現況再現の問題点を示し，その実務的な解決方法の提案

を試みる． 

 

2. 独占的競争SCGEモデルの交易再現性 

 

 独占的競争型SCGEモデルの構築方法には多くのバリ

エーションがあるが，Bröcker et al.5))のように，輸送マー

ジン率をFixed Effect Gravity（固定効果重力）モデルによ

って推定する方法が標準的である．本章では，吉川ら8）

と同様の方法で交易額シェアを推定し，推定された交易

額シェアに交易財需要額を掛けることで交易財交易額を

推定し，その現況再現性を検討する．地域間交易データ

として，経済産業省が作成した平成17年地域間産業連関

表（12部門）を用いる．ここで推定された交易額と実交

易額の残差を図1に示す． 
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図1では，全体としては良好な再現性を示しているよ

うに見えるが，交易額が小規模な範囲を拡大した図2を

見ると，推定値が実績値の半分以下や2倍以上という点

も見られる． 

 

3.  モデル 

 

(1)   現況再現性向上のためのアイデア 

交易パターンを決定づける輸送費を回帰的に推定する

と，残差が生じることは不可避である．そこで本研究は，

標準的な独占的競争型SCGEモデルが放棄している

Armington仮定を見直し，これを導入することで基準均

衡状態を完全に再現できるモデルの構築を試みる．具体

的には，伝統的完全競争SCGEモデルと同様に財の生産

地特性を表すシェアパラメータを導入し，誤差のない体

系のモデル化を行う． 

 

(2)   モデルの概要と前提条件 

本研究では，産業連関構造を考慮したDixit-Stiglitz型独

占的競争に基づくモデルを構築する．独占的競争の主な

特徴は，多くの企業が類似しているが同一ではない製品

（差別化された製品）を販売し，同じ顧客の集団をめぐ

って争う多くの企業が存在する状態である．そして，そ

れらの企業は参入と退出が自由である性質をもっている．  

本モデルが対象とする多地域経済システムついて，財

の生産地域の集合をR（需要地の場合はSと表記，Rと同

一集合），その要素をr（需要地の場合はs）により表す．

同様に，財の部門のラベルをi ∈ I ，（産業部門として表

す場合はj ∈ J ，JとIは同一集合）とする． 

それぞれの地域では，交易可能な一般的な財・サービ

ス（交易財）が生産される．財の生産は，独占的競争市

場かつ規模の経済性を持つ，いわゆるDixit-Stiglitz型の市

場構造の下で行われる．したがって，交易財生産企業は，

水平的に差別化されたバラエティを同一生産技術の下で

生産する． 

家計の行動に関しては，部門別の財について，Cobb-

Douglas型選好とする．各部門の財は，水平的に差別化

された交易財バラエティを代替の弾力性が一定である

CES型選好により合成されたものとして扱う．すなわ

ち，家計の選好についても，中間投入と同様に標準的な

Dixit-Stiglitz型のフォーマットを想定する． 

 

(3)   産業の行動モデル 

財バラエティの生産において，上位階層には要素投入

と財部門別の中間投入に関するCobb-Douglas型技術を，

財の部門ごとの中間投入技術には財バラエティ数を考慮

したCES型技術を仮定する，いわゆるDixit-Stiglitz型の生

産技術を想定しており，費用最小化行動は以下のように

定式化される．  

min
𝑚(𝑖)

Σ𝑟∈𝑅 ∫ (𝑝𝑟
𝑖 (𝑘)𝜏𝑟𝑠

𝑖 )𝑚𝑟𝑠
𝑖𝑗

𝑑𝑘
𝑛

0     （1）   

s.t .𝑀 = [Σ𝑟∈𝑅 ∫ 𝛽𝑟𝑠
𝑖 𝑚𝑟𝑠

𝑖𝑗 (𝑘)(𝜎𝑖−1)/𝜎𝑖
𝑑𝑘

𝑛

0
]

𝜎𝑖/(𝜎𝑖−1)

  

ここで，σi：部門i財の多様性パラメタ（弾力性パラメ

タ）である．𝛽𝑟𝑠
𝑖 は生産地iの財に固有の効果を表すシェ

アパラメータであり，Armington仮定を許容する枠組み

とするために導入されたものである．kは財の種類を表

すインデックスであり，常にその種類が連続的かつ無限

に存在すると仮定するため，連続変数とする．τrs
i は地

域sにおける地域r産財iの一単位需要を満たすために必要

な発送量であり，τrs
i -1が輸送マージン率，つまり交易財

一単位の輸送活動のために消費される同財の価値に相当

する．これらを解くと，地域s部門jの財生産に投入され

る全投入に関する価格指数ϕ
s

j
及び 部門i財の投入に関す

る価格指数ρ
s
jは以下のように表される． 

𝜌𝑠
𝑖 = {Σ𝑟∈𝑅𝑛𝑟

𝑖 𝛽𝑟
𝑖(𝑝𝑟

𝑖 𝜏𝑟𝑠
𝑖 )

1−𝜎𝑖

}

1

1−𝜎𝑖

   （2） 

       1
ijij
ss

i

j j i

s s s s

i

w


  
     （3）
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図 2 推定交易額と実交易額の比較（拡大） 

図 1 推定交易額と実交易額の比較 
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  ここで，ws
i :生産要素価格，p

r
i
:地域r産の財iの生産地

価格，nr
i :生産地rにおける財部門iの財バラエティ数（企

業数），αs
ij
:金額ベースの投入係数パラメータ，σi：部

門i財の多様性パラメタ（弾力性パラメタ）である．kは

財の種類を表すインデックスである．τrs
i は地域sにおけ

る地域r産財iの一単位需要を満たすために必要な発送量

であり，τrs
i -1が輸送マージン率，つまり交易財一単位の

輸送活動のために消費される同財の価値に相当する．な

お，同一地域で生産される同一部門の財について，バラ

エティに依存せず生産技術が均質であると仮定すること

で，需要地sにおける財iの価格指数は以下のように変形

することができる． 

𝜌𝑠
𝑖 = {Σ𝑟∈𝑅𝑛𝑟

𝑖 𝛽𝑟
𝑖(𝑝𝑟

𝑖 𝜏𝑟𝑠
𝑖 )

1−𝜎𝑖

}

1

1−𝜎𝑖

 (4) 

各々の産業部門jの財バラエティ生産における費用関数

 Cs
j
はxs

j
単位の生産について，規模の経済性を考慮し， 

𝐶𝑠
𝑗(𝑥𝑠

𝑗) = (𝐹𝑗 + 𝑣𝑗𝑥𝑠
𝑗)𝜙𝑠

𝑗
     (5) 

と表される．Fs
jは固定投入量，ｖ

s

j

は限界投入量を表し

ている．財バラエティの生産において，独占的競争およ

びそれに伴う自由参入・退出が仮定されるので，財価格

は限界費用にマークアップ率を乗じた値と等しく， 

𝑝𝑠
𝑗 =

𝜎𝑗

𝜎𝑗−1
𝑣𝑗𝜙𝑠

𝑗
      (6) 

となる．参入退出が自由であるので，利潤ゼロ条件が満

たされることとなり，平均費用と財の生産地価格が一致

する．以上の関係を利用して整理すると，各々の交易財

バラエティの生産量は，以下のように，財価格とは独立

に定まる． 

𝑥𝑠
𝑗 =

𝐹𝑗

𝑣𝑗 (𝜎𝑗 − 1)  (7) 

これを式(4)に代入すると，費用関数は，以下のよう

に，変形することができる． 

𝐶𝑠
𝑗 = 𝐹𝑗𝜎𝑗𝜙𝑠

𝑗
 

                     = 𝐹𝑗 𝜎𝑗−1

𝑣𝑗 𝑝𝑠
𝑗
  (8) 

地域sでの財jの総生産額をSs
j
とすると，生産額は財バラ

エティの生産費用とバラエティ数の積に等しくなければ

ならないので，以下の関係が成立する． 

j j j j j j j

s s s s sS n C n F      (9) 

式(7)(9)に各投入要素価格に関して費用関数式を偏微分

すれば要素需要量に等しくなるシェパードの補題を適用

すると，地域s産業jにおいて投入される，地域r産部門i

の中間投入の実質量mrs
ij
が次のように導出される． 

𝑚𝑟𝑠
𝑖𝑗 = (

𝑝𝑟
𝑖 𝜏𝑟𝑠

𝑖

𝛽𝑟
𝑖 𝜌𝑠

𝑖 )
−𝜎𝑖

𝛼𝑠
𝑖𝑗 𝑆𝑠

𝑗

𝜌𝑠
𝑖   (10) 

 

(4)   消費 

消費者の選好についてもDxit-Stiglitz型の形式を想定し，

下位階層である生産地間代替については多様性選好を考

慮したCES型であることとする．財の多様性指標が中間

投入需要と消費（最終需要）で共通であると仮定する

と，消費行動においても，需要地sにおける財iの価格指

数は式(9)により表される．したがって，間接効用関数

は，以下のように定義される． 

  





i

i

s s s

i

V I   (11) 

ここで，Isはs地域における消費財への支出額，μiは財

別選好シェアパラメタ（地域を問わず共通）である．こ

の効用関数から得られる財別消費と，式(9)に対するシ

ェパードの補題の適用結果より，地域r産の財部門iに関

する消費需要の実質量crs
i が得られる． 

𝑐𝑟𝑠
𝑖 = (

𝑝𝑟
𝑖 𝜏𝑟𝑠

𝑖

𝛽𝑟
𝑖 𝜌𝑠

𝑖 )
−𝜎𝑖

𝜇𝑖 𝐼𝑠

𝜌𝑠
𝑖  (12) 

 

(5)   市場均衡 

地域jにおける交易財に対する総需要額Es
iは，最終消

費需要と全産業部門への中間投入需要の金銭タームでの

和であり， 

   i i ij j

s s s s

j

E I S   (13) 

である．右辺第一項は最終需要額を，第二項は中間需

要額を表す．地域sにおいて需要される地域r産，部門iの

財バラエティの実質需要量q
rs
i は， 

𝑞𝑟𝑠
𝑖 = 𝑐𝑟𝑠

𝑖 + Σ𝑗𝑚𝑟𝑠
𝑖𝑗
          

 = (
𝑝𝑟

𝑖 𝜏𝑟𝑠
𝑖

𝛽𝑟
𝑖 )

−𝜎𝑖

(
1

𝜌𝑠
𝑖)

1−𝜎𝑖

𝐸𝑠
𝑖
    (14) 

となる．地域sによる地域r産財iの購入について支払われ

る金銭フローの総額Q
rs

i
は，生産地での財バラエティ数

及び地域rから地域sに1単位の製品を届けるために

τrs(>1)単位分の製品の発送を必要とすることを意味する

アイスバーグ型地域間輸送費を考慮すると， 

𝑄𝑟𝑠
𝑖 = 𝑛𝑟

𝑖 (𝑝𝑟
𝑖 𝜏𝑟𝑠

𝑖 )𝑞𝑟𝑠
𝑖  

= 𝑛𝑟
𝑖 (

𝑝𝑟
𝑖 𝜏𝑟𝑠

𝑖

𝜌𝑠
𝑖 )

1−𝜎𝑖

𝛽𝑟
𝑖𝐸𝑠

𝑖    (15) 

となる．ここで，Q
rs

i
を生産地rについて合計すると，s

地域による交易財需要額になることから， 

𝑄𝑟𝑠
𝑖 =

𝑛𝑟
𝑖 (𝑝𝑟

𝑖 𝜏𝑟𝑠
𝑖 )

1−𝜎𝑖

(𝛽𝑟
𝑖)

𝜎𝑖

Σ𝑟∈𝑅𝑛𝑟
𝑖 (𝑝𝑟

𝑖 𝜏𝑟𝑠
𝑖 )

1−𝜎𝑖

(𝛽𝑟
𝑖)

𝜎𝑖 𝐸𝑠
𝑖

 

 (16) 
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が成立する．また，Q
rs

i
を需要地sについて合計すると，

地域rで生産された財iの総生産額と等しくなるので， 



i i

r rs

s S

S Q    (17) 

も自動的に成立する．また，需要地sについて合計する

と，地域rで生産された財iの総生産額と等しくなるので，

財市場の需給均衡は，以下のように表される． 

𝑆𝑟
𝑖 = Σ𝑠∈𝑆 [

𝑛𝑟
𝑖 (𝑝𝑟

𝑖 𝜏𝑟𝑠
𝑖 )

1−𝜎𝑖

(𝛽𝑟
𝑖)

𝜎𝑖

Σ𝑟∈𝑅𝑛𝑟
𝑖 (𝑝𝑟

𝑖 𝜏𝑟𝑠
𝑖 )

1−𝜎𝑖

(𝛽𝑟
𝑖)

𝜎𝑖 𝐸𝑠
𝑖]

 

 (18) 

また，地域sにおける要素所得の合計Ysは，生産要素投

入であるls
j
より，以下の通りとなる． 

  j j

s s s

j

Y w l    (19) 

地域家計の可処分所得と，要素所得および利潤との関

係は，所得移転額（この価格水準を，ニューメレール価

格と見なす）G̅sを用いて，以下の通りとなる． 

 s s sI Y G    (20) 

生産要素の需要は，地域財生産における投入需要と交

易財生産における投入需要の合計である．短期的には生

産要素の地域間移動ができないと考えられるため，要素

市場における需給均衡が成立するための均衡条件は，以

下の関係を満たす必要がある． 

1 
  

   
  

  ij j

s s s s s

j i

w L w S  (21) 

 

(6)   均衡解の導出方法 

前項までの定式化によって，本モデルの構造が全て描

写されるが，モデル内で独立な内生変数となるのは，価

格変数であるρs
i，ps

j，𝑤𝑠と生産規模を表すns
j
のみであ

る．均衡条件として解くべき方程式は，各需要地におけ

る財の部門別価格指数，財の生産地価格，要素市場均衡，

財市場均衡の4種類であり，各需要地における財の部門

別価格指数は式(9)である．財の生産地価格は，式(7)の

合成価格指数と式(11)のマークアップ価格の関係より， 

    1
ijij
ss

i

j j i

s s s s

i

p w


 
    (22) 

が得られる．要素市場均衡は，式(26)へ式(11)(15)を代入

し，以下の通りとなる． 

  1  
  

   
  

  ij j j j

s s s s s s

j i

w L w n p  (23) 

財市場均衡は，式(23)に対して式(11)(13)(18)(24)(25)を代

入することで，以下の通りとなる． 

𝜃𝑖𝑛𝑟
𝑖 𝑝𝑟

𝑖 = Σ𝑠∈𝑆 [
𝑛𝑟

𝑖 (𝑝𝑟
𝑖 𝜏𝑟𝑠

𝑖 )
1−𝜎𝑖

(𝛽𝑟
𝑖)

𝜎𝑖

Σ𝑟∈𝑅𝑛𝑟
𝑖 (𝑝𝑟

𝑖 𝜏𝑟𝑠
𝑖 )

1−𝜎𝑖

(𝛽𝑟
𝑖)

𝜎𝑖  

{𝜇𝑖(𝑤𝑠𝐿𝑠 − 𝐺𝑠
̅̅ ̅) + 𝛴𝑗𝛼𝑠

𝑖𝑗𝜃𝑖𝑛𝑟
𝑖 𝑝𝑟

𝑖 }] (24) 

ただし，マークアップ率に限界投入係数を乗じた値の

逆数，財バラエティの生産量は以下のように表す． 

𝜓𝑠
𝑗

=
𝜎𝑗�̂�𝑠

𝑗

𝜎𝑗−1
   (25) 

�̂�𝑠
𝑗

= 𝑣𝑠
𝑗
𝜂𝑠

𝑗
   (26)  

𝜃𝑗 =
𝐹𝑗𝜎𝑗𝜂𝑠

𝑗

𝜓𝑠
𝑗 =

𝐹𝑗

𝑣𝑠
𝑗 (𝜎𝑗 − 1)  (27) 

これらは，先決されたパラメータのみで表され，モデ

ルの内生変数に依存しない． 

 

4.  まとめ 

 

本概要では，独占的競争型SCGEモデルにより推定さ

れる交易額と実交易額の残差の例を示すとともに，シェ

アパラメータを導入することで，基準均衡を完全に再現

するための独占的競争型SCGEモデルの理論的枠組みを

示した．本稿で提示した定式化を実際のデータに適用し，

基準均衡データを完全に再現するようキャリブレーショ

ンを行うためには，その手順についても技術を要する．

その詳細については，講演時に示すこととする． 
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